
118 

 

 

厚生労働科学研究費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）  

分担研究報告書  

 

成人の侵襲性細菌感染症サーベイランスの強化のための研究  

侵襲性インフルエンザ菌感染症の疫学情報解析  

 

研究分担者  有馬 雄三 国立感染症研究所感染症疫学センター  室長  

研究協力者 加藤 博史 国立感染症研究所感染症疫学センター  研究員  

塩本 高之 国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース  協力研究員  

 枡谷 真貴 国立感染症研究所実地疫学専門家養成コース  研究員  

 福住 宗久 国立感染症研究所実地疫学研究センター  主任研究官  

 砂川 富正 国立感染症研究所実地疫学研究センター  センター長  

 

 

研究要旨  

侵襲性インフルエンザ菌感染症（ IHD）の疫学情報の記述と解析を行った。感染症サー

ベイランスシステム（NESID）において、全国における15歳以上の IH Dの届出数は、C

O V ID - 19流行後に IH Dの新規発生数が大きく減少したことを示唆する傾向がみられたが

、C O V ID - 19の5類定点把握疾患移行後に新規届出数は増加し、緊急事態宣言前より多い

傾向であった。研究班で収集された症例数も同様の傾向であった。年齢・性別・病型・

基礎疾患等の基本属性、致命率及び菌株における莢膜型やβ - l a c t a ma se産生については

緊急事態宣言前後で、全症例数に対する割合に大きな変化は見られなかった。引き続き

、研究班で収集された情報や菌株の解析をすることで、今後の IH Dの発生動向を把握す

る必要があると考えられた。  

 

A．研究目的  

 本研究では、侵襲性インフルエンザ菌感

染症（ IHD）の疫学情報の記述と解析を目

的としている。  

インフルエンザ菌（H a e m o p h i l u s  

i n f l u e n z a e）は非侵襲性の呼吸器感染

症の他、菌血症や細菌性髄膜炎等の

I H D を引き起こす。その病原性は莢膜

の有無によって大きくかわる。特に血清

型 b 型（H i b）感染症はワクチンで予防

可能であり、 2 0 1 3 年に定期接種化（生

後２～７カ月未満で開始、初回免疫 3

回、１年後に追加免疫）された後、その

発生数は特に小児で減少し、現在は 6 5

歳以上の成人にかかる疾病負荷が大き

い。従って、成人 I H D の疫学的特徴を

把握することは重要である。本研究では

I H D 症例の基本属性の特徴、血清型、

薬剤感受性を把握、解析を進めている。  

2020 年に新型コロナウイルス感染症

（C O V I D - 1 9）が流行して以降、サー

ベイランスでは多くの感染症で発生動向

の変化が認められ、 I H D も同様に発生

動向に変化が見られた。今期は

C O V I D - 1 9 パンデミックに伴う I H D の

発生動向や分布の変化についての評価を

行った。  

 

B．研究方法  

2017 年第 10 週から 2023 年第 18 週の

期間に研究班対象の 10 道県から届出され

た IHD 症例の情報を用いた。具体的な情

報としては、性別、年齢、病型、血清型、

β - l ac tamase 産生の有無を集計し、記述

した。  

全国の IHD の流行状況を確認するため

に、2016 年第 1 週から 2024 年第 12 週ま

での、全国の感染症サーベイランスシステ

ム（NESID）に届出された IHD 症例の情

報も合わせて集計し、記述した。  

C O V ID - 19流行による IH D症例の発生動

向の変化を知るために、緊急事態宣言が発

出された2 020年第1 5週の前後（宣言前 :  2 0

17年第10週～20 20年第14週；宣言後 :  20 2

0年第1 5週～2 02 3年第18週）に届出された

IH D症例数や属性を比較した。  

 

C．研究結果  
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1 )  N E S IDに報告された IH D症例の届出数（

201 6年第1週～2 024年第12週、全国、n= 3

086）  

緊急事態宣言前（20 17年第10週～20 20

年第14週）の届出数は145 4例（9 .0 9例 /週

）で、緊急事態宣言後（202 0年第15週～C

O V ID - 19が5類全数となった20 23年第18週

）の届出数は6 57例（4 .2例 /週）、5類定点

以降後（2 023年第1 9週～20 24年第12週）

の届出数は6 57例（14 . 0例 /週）であった。  

 

2 )  緊急事態宣言前後における、N E S ID（

全国、研究班対象10道県）と研究班（10道

県）の IH D症例の届出数  ( 20 17年第10週～

202 3年第1 8週）  

緊急事態宣言前（20 17年第10週～20 20

年第14週）の期間、全国の届出数は1 45 4例

（100 %）、研究班対象10道県の届出数は3

43例（24 %）、研究班の届出数は1 88例（1

3%）であった。緊急事態宣言後（2 02 0年

第15週～C O V ID -19が5類全数となった20 2

3年第1 8週）の期間、それぞれ6 57例（10 0

%）、1 43例（22 %）、84例（13 %）と届

出数が大きく減少した。一方、N E S IDにお

ける全国の届出数に対する研究班対象10道

県及び研究班の届出数の割合は、緊急事態

宣言前後でほとんど変化はなかった。  

 

3 )  研究班における IH D症例の基本属性  ( n=

272、20 17年第10週～202 3年第1 8週 )  

緊急事態宣言前（20 17年第10週～20 20

年第14週）の期間、届出数は18 8例で、男

性が10 3例（5 5%）、年齢中央値7 8歳（四

分位範囲：6 6 -87歳）、病型は髄膜炎3例（

2%）、菌血症1 53例（81%）、肺炎117例

（62 %）、その他24例（13 %）、基礎疾患

ありが13 8例（73 %）、入院後3 0日以内の

転帰で死亡が7例（4 %）であった。一方、

緊急事態宣言後（20 20年第15週～C O V ID -

19が5類全数となった2 023年第18週）の期

間、届出数は8 4例で、男性が50例（6 0%）

、年齢中央値7 6 . 5歳（四分位範囲：6 6 . 3 -8

6歳）、病型は髄膜炎3例（4%）、菌血症7

3例（8 7%）、肺炎5 1例（61 %）、その他9

例（11 %）、基礎疾患ありが65例（7 7%）

、入院後3 0日以内の転帰で死亡が5例（6 %

）であった。  

 

4 )  研究班における IH D症例の菌株情報  ( n=

272、20 17年第10週～202 3年第1 8週 )  

緊急事態宣言前（20 17年第10週～20 20

年第14週）の期間、非莢膜型が1 80例（96

%）、莢膜型が8例（4 %）で、うちb型が1

例、e型が1例、 f型が6例であった。β - l a c t

am as e産生株は2 7例であった。一方、緊急

事態宣言後（2 02 0年第15週～C O V ID - 19が

5類全数となった20 23年第18週）の期間、

非莢膜型が7 2例（8 6%）、莢膜型が1 1例（

13%）で、うち e型が2例、 f型が9例であっ

た。β - l a c t a ma se産生株10例であった。  

 

D．考察  

 C O V I D - 1 9の緊急事態宣言前、N E S I

Dにおける全国の I H D届出数は 9 . 0 9例 /

週で推移していたが、緊急事態宣言後に

4 .2 1例 /週に減少した。その後、C O V ID - 19

が5類定点把握に移行後、14 .0例 /週に増加

し、緊急事態宣言前より届出数は増加した

。他の飛沫感染による呼吸器疾患と同様に

、行動制限解除に伴う、人流の増加による

影響が考えられた。  

N E SIDにおける全国の届出数に対する、

N E SIDの研究班対象1 0道県の届出数及び研

究班での届出数の割合は、緊急事態宣言前

後で同様であったさらに、研究班における

症例の年齢・性別・病型・基礎疾患等の基

本属性も緊急事態宣言前後で大きな変化は

認められなかった。研究班で収集された菌

株情報においても、血清型やβ - l a c t a ma se

産生についても大きな変化は見られなかっ

た。  

 

E．結論  

C O V ID - 1 9 流行後には、 IH D の罹患率が大

きく減少したことを示唆する傾向がみられ

たが、C O V ID -1 9 が 5 類定点移行後に届出

数は増加し、緊急事態宣言前より多い傾向

であった。引き続き、研究班で収集された

情報や菌株の解析をすることで、今後の

IH D の発生動向を把握する必要があると考

えられた。  
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